
（様式第６号）
平成　　年　　月　　日
公益財団法人富山県新世紀産業機構　
理事長　山崎　康至　　殿
                              　所在地　
                             　 名称
                            　  代表者職・氏名             　　　       印
平成　　年度ものづくり人材等正社員育成支援事業実績報告書
  平成    年    月    日付け富新産第    号により交付決定の通知があった標記事業を下記のとおり実施したので、ものづくり人材等正社員育成支援事業費補助金交付要綱第13条の規定により、関係書類を添えて報告します。
記
　１　補助事業実施時期　　　着手　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　完了　　平成　　年　　月　　日
　２　補助事業に要した経費及び補助金所要額
補助事業に要した経費　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
補助対象経費　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
　　　　補助金所要額　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
　３　補助事業の実施結果（別紙１）
４　補助事業の経費配分及び収支決算（別紙２）
　５　その他関係書類
補助期間終了後の処遇を証明する書類の写し（雇用契約書等）
新規雇用者の賃金台帳の写し
新規雇用者の出勤簿の写し

訓練を受講したことを証明する書類の写し

訓練費用を支払ったことを証明する書類の写し

（以下、雇用者を指導する従業員の人件費を対象経費とする場合のみ）

指導者人件費単価の根拠書類（指導者の賃金台帳の写し等）

指導者の勤務日報（新規雇用者の訓練時間及び内容が明記してあるもの）
（別紙１）
事業の実施結果
１　新規雇用者の雇用実績
	氏名
	
	　　歳
	男 ・ 女

	補助事業による雇用期間
	　平成　　年　　月　　日（　）～平成　　年　　月　　日（　）

	就業場所
	

	配属部署名
	

	役職名
	

	業務内容及び育成結果

（雇用開始時点での目標に対し、どの程度まで育成できたか、具体的に記載してください。）
	

	新分野事業における成果
	

	補助期間終了後の雇用の状況
	□　継続雇用　　　　　　　　□　雇用していない

	雇用していない場合その理由　　  
	


↓　　　
	補助率　　  
	
	％
	【通常80％】
※ただし、新規雇用者を補助対象期間終了後、事業主都合により正規雇用又は継続雇用しなかった場合は、補助率が半分になります。


２　訓練実績
	ＯＪＴ
	研修名
	指導担当者

職・氏名
	訓練時間数（単位：時間、小数点第２位以下切り捨て）
	訓練費用
	内訳

	
	
	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	

	ＯＦＦ‐ＪＴ
	研修名
	研修機関名
	訓練時間数（単位：時間、小数点第２位以下切り捨て）
	訓練費用
	内訳

	
	
	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	


	研修時間・費用計
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	

	うち当年度分
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	




 （別紙２）
事業経費の配分及び収支決算
１　補助事業に要した経費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	対象経費区分
	補助事業に
要した経費
	補助対象経費
	補助金実績額
	積 算 内 訳

	新規雇用者給与
	
	
	
	賃金台帳参照

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	
	
	健康保険　　　　円
厚生年金　　　　円
雇用保険　　　　円


	訓練費用
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


注意１：補助金実績額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額。ただし、交付決定額を超
　　　　えないものとし、1,000円未満の端数が生じた場合は切り捨てるものとする。
注意２：訓練費用は補助対象経費全額の１／３以下とする。
２　補助事業に係る収支決算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	支　　　出
	収　　　入

	区分
	金額
	区分
	金額

	事　業　費
	
	自己資金
	

	
	
	補助金
	

	合計
	
	合計
	


注意１：支出と収入の合計が一致するものであること。
注意２：補助事業に要した経費等の補助金充当額と補助事業に係る収支決算の補助金額は
　　　　一致するものであること。
（参考）次年度に要する経費等（見込）　　　　　　　　　　　　　　 （単位:円）
	対象経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金所要額
	積 算 内 訳

	新規雇用者給与
	
	
	
	月額　　　　円
×　か月

	社会保険料等
（事業主負担分）
	
	
	
	健康保険　　　　円
厚生年金　　　　円
雇用保険　　　　円

	訓練費用
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


注意：事業実施期間が次年度に跨ぐ場合に限る。次年度補助金所要額は、補助金交付申請額と合わせて168万円を超えないものとする。
※訓練時間数は、６か月の事業期間を通算して60時間以上（小規模企業者は30時間以上）であることが必要です。


※研修の実績（時間、実施時期、費用等）が確認できる書類（受講証明書及び領収書等）を添付してください。









